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1．はじめに
本論文の目的は，二輪車事故のマイクロデー
タを用いる事で，生存と死亡に大きく影響する
要因を検証することにある。警察庁は事故の原
因をその立場上交通法令違反と結びつけて発表
しているが，交通事故はそれほど単純に記述で
きる現象ではない。より高い速度はより大きな
衝突エネルギーとなるのは明らかである。しか
しながら，考慮すべきは機械を操作する人間の
行動である。種々の安全装置によって安全性が
高まる場合，すなわちリスクが低減する場合，
人間はよりより大きなリスク（逓減されたリス
クを相殺する一定水準のリスク）を取る可能性
が指摘されている。こうした行動の変化は経済
学では後述するようにオフセッティング仮説と
して知られている。乗用車のシートベルトなど
に関してオフセッティング仮説の検証研究は多
くあるが，二輪車に関しては多くはない。二輪
車事故のマイクロデータを用いる事で，オフセ
ッティング仮説の検証を行う。
2．二輪車事故の傾向
１９９６年から２０１０年にかけて，乗用車，自動二
輪車，原動機付き自転車乗車中の死傷者数を見
てみよう。表２―１にあるように，乗用車乗車
中死者数は１９９６年では４２８９人であったが，一貫
した減少傾向の下，２０１０年には１６０２人まで減少
している。９６年と比較して，ほぼ３分の１の水
準，６３％の減少である。他方，二輪車では，表
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２―２に示すように，１９９６年では９４３名の死者数
が２０１０年には５１２人へと，９６年に比較してほぼ
半減，４７％減少している。そして，原付では，
死者数８３６人から３５９人へと５７％減少した（表２
―３）。乗用車乗車中死者数の大幅な減少が目を
引く。しかし，負傷者数で見れば，乗用車では
２００４年にかけて増加しつつその後減少し，２０１０
年で１９９６年とほぼ同程度の水準となっており，
死者数の大幅な減少とは対照的である。自動二
輪車でも同様の傾向を示し，負傷者数は２００４年
にかけて増加しその後減少，２０１０年には１９９６年
の約８３％の水準まで減少した。原動機付き自転
車の負傷者数は２０００年にピークを打ち，２０１０年
には１９９６年の約６５％の水準まで減少している。
乗用車に比較すれば，二輪車と原動機付き自
転車死傷者数は少ないように思える。しかし，
保有台数１０万台あたりで死傷者数を補正すれば，
全く異なる様相が浮かび上がる。
表２―４と表２―５を比較すれば，自動二輪者
の１０万台あたり死者数は乗用車の６倍から７倍
であり，原動機付自転車では近年では乗用車に
対して２倍の死者数となっている。１０万台あた
り負傷者数で見ると，原動機付き自転車は乗用
車とほぼ同等と言えるが（表２―４，表２―６），
自動二輪車ではほとんどの年で乗用車の２倍以
上の値となっている。乗用車でも１０万台あたり
死者数は大きく減少しているが，負傷者数は１５
年間のデータを見る限りほとんど変化していな
いといえるだろう（表２―４）。
表２―１ 乗用車乗車死傷者数
年 死者数 負傷者数
１９９６ ４，２８９ ５５６，９８７
１９９７ ４，２５１ ５７２，９７１
１９９８ ３，９７２ ６０４，７２５
１９９９ ３，８４２ ６４３，５９０
２０００ ３，９５３ ７０８，６４５
２００１ ３，７１１ ７３３，８６６
２００２ ３，４３８ ７２１，１３７
２００３ ３，０２８ ７３８，２７８
２００４ ２，９１８ ７３５，９８７
２００５ ２，７２２ ７２２，８８９
２００６ ２，３５９ ６９２，３０２
２００７ ２，０１３ ６４１，９０７
２００８ １，７１０ ５８０，００１
２００９ １，６００ ５６２，６１１
２０１０ １，６０２ ５５９，２６０
表２―２ 自動二輪車乗車中死傷者数
年 死者数 負傷者数
１９９６ ９４３ ５８，３９２
１９９７ ８５９ ５６，６６２
１９９８ ８８６ ５４，７６２
１９９９ ７４３ ５７，０９２
２０００ ７９５ ６２，９２９
２００１ ８１３ ６４，２８１
２００２ ７７３ ６４，１４０
２００３ ７２５ ６２，９７８
２００４ ６７３ ６４，５８２
２００５ ６０３ ６３，８２０
２００６ ５９４ ５９，３７１
２００７ ５５９ ５８，９３７
２００８ ５６７ ５３，２１６
２００９ ５２７ ５１，３１１
２０１０ ５１２ ４８，２７７
表２―３ 原動機自転車乗車中死傷者数
年 死者数 負傷者数
１９９６ ８３６ １０４，９２４
１９９７ ８０３ １０６，８０９
１９９８ ７４６ １，０８１，０２１
１９９９ ７７３ １１２，０１６
２０００ ７８０ １２１，２０７
２００１ ７５３ １１８，７６２
２００２ ７２４ １１６，４９１
２００３ ６２８ １１０，４２０
２００４ ６４０ １０８，９８１
２００５ ５８１ １０３，５７４
２００６ ５２５ ９３，１０２
２００７ ４７２ ８７，９７０
２００８ ４２３ ７７，９２９
２００９ ３５９ ７１，６６５
２０１０ ３５９ ６７，７９８
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3．オフセッティング仮説
安全装置の義務化が死傷者数の減少を本当に
もたらしているのか？，むしろ安全装置の存在
がより高いリスクをドライバーに取らせ，死傷
者数の減少効果を打ち消していると主張する仮
説がある。始まりは Lave, et, al（１９７０）に求め
られるが，より広く知られるようになったのは
Pelzman（１９７５）の研究による。Pelzman（１９７５）
はシートベルトの着用がかえってより高い事故
率への動機付けとなり，シートベルト着用の効
果を打ち消すことを明らかにした。この研究に
より，安全装置の効果を打ち消すドライバーの
行動がオフセッティング行動として広く知られ
るようになった。それゆえこの効果をペルツマ
ン効果（Russell et al（２００７），Potter（２０１１））
と呼ぶ論文もある。
交通事故の研究は経済学以外の分野でも行わ
れており，より一般的には，リスク補償行動
（Risk Compensation Behavior）と呼ばれてい
る（芳賀（２００９），ワイルド（２００７），Branas et
al（２００１），Ouellet（２０１１））。リスク報償行動
の例として，芳賀（２００９）では，アンチロック
ブレーキシステム１）（ABS）の導入に関して１９８０
年代ドイツ，ミュンヘンのタクシー会社で行わ
れた実験が紹介されている。ABSが装着され
ているタクシーの方がより短い距離で停止でき
る。運転手にはランダムに ABS車か非 ABS車
が配車された。結果，事故件数等々に有意な差
はなかったが，ABS車の方が急激な加減速が
表２―４ 乗用車乗車死傷者数
年 死者数１０万台あたり 負傷者数１０万台あたり
１９９６ ５．９５ ７７３．２７
１９９７ ５．８１ ７８２．５５
１９９８ ５．３７ ８１７．１０
１９９９ ５．１３ ８５９．１０
２０００ ５．２１ ９３４．０９
２００１ ４．８４ ９５７．２５
２００２ ４．４５ ９３２．８５
２００３ ３．９０ ９５１．６３
２００４ ３．７４ ９４２．４７
２００５ ３．４４ ９１２．６６
２００６ ２．９７ ８７１．３４
２００７ ２．５４ ８０８．７４
２００８ ２．１６ ７３１．９９
２００９ ２．０２ ７１１．７９
２０１０ ２．０３ ７０７．１０
表２―５ 自動二輪車乗車中死傷者数
年 死者数１０万台あたり 負傷者数１０万台あたり
１９９６ ３０．３３ １８７７．９０
１９９７ ２７．８１ １８３４．４３
１９９８ ２８．９０ １７８６．５５
１９９９ ２４．３０ １８６７．３０
２０００ ２５．８６ ２０４６．９３
２００１ ２６．１６ ２０６８．５６
２００２ ２４．４２ ２０２６．５８
２００３ ２２．５３ １９５６．９７
２００４ ２０．５４ １９７０．８９
２００５ １７．９７ １９０１．６３
２００６ １７．２７ １７２６．５０
２００７ １６．２８ １７１６．２４
２００８ １６．２３ １５２３．０１
２００９ １４．８８ １４４８．５５
２０１０ １４．４０ １３５７．３５
表２―６ 原動機自転車乗車中死傷者数
年 死者数１０万台あたり 負傷者数１０万台あたり
１９９６ ６．８４ ８５８．１９
１９９７ ６．７７ ９０１．０３
１９９８ ６．４７ ９３７７．７０
１９９９ ６．８６ ９９４．７１
２０００ ７．１０ １１０３．８０
２００１ ７．０４ １１１０．０４
２００２ ６．９１ １１１２．４４
２００３ ６．１３ １０７７．８５
２００４ ６．３５ １０８１．０８
２００５ ５．８６ １０４４．０６
２００６ ５．４０ ９５７．４５
２００７ ４．９５ ９２２．９１
２００８ ４．５３ ８３５．０９
２００９ ３．９１ ７８１．２１
２０１０ ４．０１ ７５６．６５
（出所）交通事故統計年報平成１６年，１８年版より作成
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より有意に観測され，よりリスクを取る運転が
なされていることがわかったという。
前項の二輪車事故の傾向で紹介したように，
乗用車二輪車問わず死者数は減少トレンドを持
っている２）。このトレンドの中で，よりリスク
を取ろうとする行動は埋没しやすいと考えられ
る。事実，２００７年の７０カ国のマクロデータを使
った分析では二輪車事故へのヘルメットの非着
用率は死亡率への影響がプラスであることが確
認されている（Alas et al（２０１２））。
しかし，一般社会とは異なり実験室に近い環
境と考えられるレースの世界では異なった結論
が報告されている。Russel et al（２００７）は，NAS-
CAR（the National Association for Stock Car
Auto Racing）というアメリカで人気の自動車
レースにおいて，１９７２年から１９９３年までのデー
タを分析した。そこで，オフセッティング仮説
を強く支持する結果を得ている。また同様に，
Potter（２０１１）では，１９６３年から１９７３年の F１
レースを分析することで，車がより安全になる
ことでレーシングドライバーはより危険な運転
をしていたという，やはりオフセッティング仮
説を支持する結果を得ている。
日本での実証研究
斉藤（２００４）では１９７０年から８０年までのデー
タを使い，１９７３年に導入された軽自動車への車
検制度による安全性の向上が事故率に影響して
いるかどうかを分析している。整備不良車の減
少がかえって危険な運転を増加させていないか
というオフセッティング仮説の検証である。そ
の結果，車検制度の導入によるオフセッティン
グ仮説の成立は支持されないと結論づけてい
る３）。
Kobayashi et al（２０００）では１９９５年の６９０９６９
件の事故データを使い，シートベルトとエアバ
ッグ装着の有無が事故に与えた影響を分析して
いる。シートベルトに関してはオフセッティン
グ仮説を支持している。しかし，エアバッグの
普及率は１９９５年時点で自動車全体の２，１％と推
計され，オフセッティング仮説の成立を判断す
るには時期尚早として結論を保留している。
寺井他（２００５）では都道府県別のパネルデー
タ（１９９０年から２０００年）を用い，シートベルト
の装着率が死傷者数に対して正負どちらに影響
しているかで，オフセッティング仮説を検証し
ている。シートベルト装着率の向上は，乗車中
の負傷者数に対しては有意に作用しなかったが，
乗車中死者率を減少させていた。同時に歩行者
の死亡者数は減少させていないことから，シー
トベルト装着によるオフセッティング仮説を支
持している。
4．オフセッティング仮説の検証
データ
データは財団法人交通事故分析センターによ
る交通事故例調査・分析報告書（２００５，pp．４４１
―４４３）から新たに追加されたデータを真殿
（２０１０）のデータ４）に追加している５）。
データ概要６）
サンプル数 ４１２
死亡割合 １７．２３％
年齢平均 ３３．９２才（最小値１４才，最大値８９才）
性別：男性 ８３．７４％
二輪車衝突速度時速８０km以上 ２．４３％
四輪車衝突速度時速１０km未満 ８．２５％
四輪車衝突速度時速４０km以上５０km未満
５．５８％
フルフェイスヘルメット着用割合 ２８．６４％
ヘルメット正常着用割合 ６４．８０％
大型キャブオーバー車 １．７０％
最大衝突加害部位 頭部１９．６６％
推計モデル
真殿（２００６）にならって，推計方法を説明す
る。この論文では，被説明変数を Y＝１（死亡
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の場合）か Y＝０（生存の場合）かの二値選択
問題として考えている。こうした分析の場合，
probitモデルか logitモデルがよく採用される
が，これまでの分析との整合性を考慮し probit
モデルによって分析を行った。死亡確率 Prob
（Y＝１）を決定するある要因 Ziが存在すると
し，その Ziが種々の変数 Xiからなる線形関数
で表されると仮定しよう。この関係は以下の（１）
式のように，定式化できる。
Prob（Y＝１）＝Φ（Zi），Zi＝
n
α－１
∑ biXi （１）
ただし，Φ は累積正規分布を表し，biは i番
目のパラメター，Xiは i番目の変数を表す。ま
た，得られたパラメターからそれぞれの変数 Xk
が死亡確率に及ぼす限界的な効果は，死亡確率
Prob（Y＝１）を Xkで偏微分することにより得ら
れる。
∂Prob（Y＝１）
∂Xk
＝Φ（
n
β－１
∑ biXi）bk （２）
推計は（１）式に最尤法を用いることによりパ
ラメターを求めた。
推定結果
推計結果は以下のようになった。
決定係数＝．２８８５
対数尤度 －１３３．３６７
的中率 ０．８５４
＊＊は両側１％で有意 ＊は両側１０％で有意
＊なしは片側１０％で有意
年齢のパラメターは０．０２２３６と正値で有り，
年齢が上がるほど死亡確率は上昇する。フルフ
ェイスヘルメット着用は０．８４２０２０と正値である。
ヘルメットの正常着用のパラメターは－
０．６８８３０１と負値であり，正常な着用は死亡確率
を減少させる。二輪車衝突速度時速８０km以上
のパラメターは１．７６７５２で正値である。四輪車
衝突速度時速１０km未満のパラメターは－
０．６０７５８４と負値であり死亡確率を減少させる。
四輪衝突速度４０km以上５０km未満のパラメタ
ーは０．５９８３２１と正値である。最大傷害部位が頭
部の場合０．８７９８３と死亡確率を増加させる。衝
突相手が大型キャブオーバー車である場合
１．３１６８７である。ほとんどのパラメターが１％
水準で有意な値が得られた。ただし，四輪車衝
突速度時速１０km未満は５％水準で有意，四輪
衝突速度４０km以上５０km未満では１０％水準で
有意である。Probitモデルの場合，それぞれの
パラメター単独では正値か負値でしか意味をな
さないが，Zをパラメターから再構成すること
で，ダミー変数であれば，そのダミーが１の値
を取る仮想的状況下での死亡確率を計算できる。
表４―１
パラメター 推計値 t値 P―value
切片 －１．９７３３ －７．９４３８４ ＊＊［．０００］
年齢 ０．０２２８３６ ５．１４７６ ＊＊［．０００］
フルフェイスヘルメット ０．８４２０２ ３．８８９０１ ＊＊［．０００］
ヘルメット正常着用 －０．６８８３ －３．４３８５５ ＊＊［．００１］
二輪車衝突速度８０キロ以上 １．７６７５２ ３．８９７４８ ＊＊［．０００］
四輪衝突速度１０キロ未満 －０．６０７５８ －２．２０４６８ ＊［．０２７］
四輪衝突速度４０キロ以上５０キロ未満 ０．５９８３２１ １．８６６３３ ［．０６２］
主要損傷部位頭部 ０．８７９８３８ ４．５２８９４ ＊＊［．０００］
対大型キャブオーバー車 １．３１６８７ ２．７０３０９ ＊＊［．００７］
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例えば，年齢４０歳の人（０．２２８６３＊４０＝０．９１４５２）
の人が，フルフェイスヘルメット（０．８４２０２０２）
を正常着用（－０．６８８３０１）し，二輪車時速８０キ
ロ未満（０）で時速１０キロ未満の四輪車（－
０．６０７５８４）と衝突し，主たる損傷を頭部に受け
（０．８７９８３８），相手車両が大型キャブオーバー車
でなかった（０）場合，Zは－１．９７３３０（定数
項）＋０．９１４５２＋０．８４２０２０２－０．６８８３０１＋０－
０．６０７５８４＋０．８７９８３８＋０＝１．８９３２３１２となり，累
積正規分表から死亡確率０．７１９８と推計される。
Goldstein（１９８６）では，ヘルメットは頭部を
保護する代わりに，頸への障害を増してしまう
ことが指摘されているが，我々のデータからは
頸への障害効果を有意に計測できなかった。
限界効果
（２）式より導かれた各説明変数の限界効果を
表４―２に示す。死亡側のパーセンテージは説
明変数が１単位増加した場合の死亡確率の変化
率を表している。生存側は生存確率の変化率を
表す。年齢は１歳増す毎に死亡確率率を０．４０％
引き上げている。フルフェイスヘルメットの使
用は死亡確率を１４．９２％増加させている。一方
ヘルメット（種類を問わず）の正常な着用は死
亡確率を１２．２０％減少させている。二輪車衝突
速度が時速８０km以上である場合，死亡確率を
３１．３２％増加させる。この変数がもっともリス
クの大きな変数となっている。衝突相手である
四輪車の速度が時速１０km未満である場合，死
亡確率を１０．７７％減少させている。四輪衝突速
度が時速４０km以上５０km未満である場合，死
亡確率を１０．６０％増加させる。最大衝突加害部
位が頭部である場合，死亡確率を１５．５９％増加
させている。衝突相手車両が大型キャブオーバ
ー車である場合２３．３３％死亡確率を増加させる。
年齢について
年齢のパラメターはプラスであり，死亡確率
を増加させる。年齢の度数分布表は図４―１の
ようになり，若い運転者が多いサンプルである。
それにもかかわらず，歳をとるほど死亡確率が
増すことを推計結果は示している。つまり，高
齢化する社会において，高齢者への安全対策の
重要性を示唆する計測結果となっている。
5．考察
Hedlund（２０００）の展望論文で主張されてい
るように，二輪車に関するオフセッティング仮
説は，ヘルメット着用義務法制化効果７）を打ち
消す要因としてとらえられることが多い。マク
ロデータによる二輪車事故の分析で，Adams
（１９８３）によるアメリカ１９７０年代後半のデータ
においては，ヘルメット着用の法制化がかえっ
表４―２
生存確率 死亡確率
切片 ０．３４９６６ －０．３４９６６
年齢 －０．００４０５ ０．００４０４７
フルフェイスヘルメット －０．１４９２ ０．１４９２
正常着用 ０．１２１９６ －０．１２１９６
二輪車衝突速度８０キロ以上 －０．３１３２ ０．３１３２
四輪衝突速度１０キロ未満 ０．１０７６６ －０．１０７６６
四輪衝突速度４０キロ以上５０キロ未満 －０．１０６０２ ０．１０６０２
主要損傷部位頭部 －０．１５５９ ０．１５５９
対大型キャブオーバー車 －０．２３３３４ ０．２３３３４
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て事故率を増しており，リスク補償仮説（オフ
セッティング行動）の存在を考えざるを得ない
としている。しかしながら，ヘルメット法制化
による死亡重傷事故率の逓減を否定する研究は
Adams以外見当たらない。アメリカのデータ
を使った研究であれば，ほとんどの研究や公的
機関の報告書が，ヘルメット着用の法制化によ
り死亡重傷率が減少すると結論している。例え
ば，Evans and Frick（１９８８）では７５年から８６
年のデータでヘルメットの着用は死亡率を２８パ
ーセント低減させたと結論づけている。また，
Deutermann（２００４）では，アメリカでの交通
事故データベース（the Fatality Analysis Report-
ing System）を使い，９３年から２００２年までのデ
ータにおいてヘルメット着用により，３７パーセ
ントの死亡者数低減効果を得たと結論づけてい
る。比較的新しい研究報告では Center for Dis-
ease Control and Prevention（２０１２）がある。
アメリカにおいてヘルメットを義務化していな
い州での致命的な事故率は義務化している州の
６倍にも上るという。一方，Ouellet（２０１１）
では，１９７６年から１９７７年のロサンジェルスでの
データ９００サンプルとタイのデータ（１９９９年か
ら２０００年）１０８２サンプルを分析した結果，日常
的な利用ではオフセッティング仮説を否定して
いるが，長い距離を走行する場合はオフセッテ
ィング仮説を支持している。
我々の推計ではヘルメットに関するパラメタ
ーで非常に興味深い結果が得られた。すなわち，
ヘルメットの種類を問わず正常な着用は死亡確
率を引き下げ，フルフェイスヘルメットの着用
は死亡確率を引き上げている。両者合わせれば，
正負打ち消しあってほぼゼロ，すなわち，死亡
確率に対して中立的な状態となる。乗用車との
対応を考えれば，正常なヘルメットの装着はシ
ートベルトの正常な装着に相当し，フルフェイ
スヘルメットの着用で死亡確率が上昇すること
は，シートベルトによって事故率が上昇するこ
とに相当すると考えられるだろう。Dee（２００９）
では，ヘルメットに関するリスク補償仮説を明
確に否定している。理由として観察されるデー
タが重傷者に偏りがちなことがバイアスをもた
らしリスク補償仮説を支持しているとしている
が，今回の我々のデータは被説明変数が死亡か
否かであり，Dee（２００９）の主張は該当しない。
ヘルメットの中で，もっとも安全性の高いフ
ルフェイスヘルメットが有意に死亡率を高めて
いるのは，ワイルドが言う「・・・人々は技術
革新の効果を，自分のパフォーマンスを高め，
実質的利益を最大化する目的に「消費してしま
う」」（ワイルド，p．７８）状態を計測したと結
論できよう。
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書，p．３９９を加えている」の誤りでした。この場
を借りて訂正すると共に深くお詫びいたします。
６）Moskal A, et al（２０１０ではフランスのデータにお
いて，血中アルコール濃度が２g/lを超えると，
致死率が１０倍になることを見いだしている。無
免許運転者の事故率は２倍である。ちなみに，
ヨーロッパにおいて二輪車台数は２％を占める
に過ぎないが２００６年時点で死傷者の２２％を占め
ている。日本で収集されているデータには飲酒
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７）世界にはヘルメット着用義務化がなされていな
い国，地域は多くあるが，日本では１９７８年（警
察白書昭和５４年）には全ての道路での二輪車の
ヘルメット義務化が制定され，歴史も古く，着
用率も非常に高いので，法制化の効果について
計測する余地がない。
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